








的課題 とする発生主義会計 として特徴づけられる。 このモデルにおいて計算原則の中核 となるの は原
価評価,実現基準ならびに費用収益対応の原則である。発生主義会計のもとでは,収益は基本的に財r
サー ビスが市場取引 を通 じて現金 あるいは現金等価物 に転化 した ときに認識 されるべ きこと,そ して
費用 は帳簿上 に資産 として認識 ・記録された財 ・サービスのうち,こ の実現 した収益 に対応 する費消
部分 として認識 され るべきこ とを要請 する。費用の大 きさは,資 産がその取得から処分 に至るまで一
貫 して取得原価 で測定 され てい ることか ら,貨 幣価値の変動や個別価格の変化 が明 らかに認 め られる
場合であって も,取得原価 で測定 される。
歴史的原価主義会計のもとでは,財務諸表の基礎的要素は原則として取得原価という検証力ある客
観的 な証拠に支 えられて,一 見ハー ドな謙算構造 を具有 してい るように見受 けられ るが,実 際 には資
産 ・負債 の認識 と測定,収 益 ・費用の認識 と測定 に関 して,経 営者側に操作性 を許容 する脆 いシステ
ムになってい る。 その代表的な事例の一 つが金融先物取引,ス ワップ取引,オ プシ ョン取引など新金
融商品 に係 る 「オフバ ランス」取引 を巡 る ものである。 これ らは現行 の企業会計の もとで は貸借対照
表能力を否定されるために,投資者や債権者などの企業外部者は公開される決算書類から企業がこれ
らの取引に係 っている規模 あるいはその残高 を知 ることは到底不可能である。1993年2月に㈱昭和 シ
ェル石油が1,663億円,99年4月には㈱鹿島石油が1,525億円 と,い ずれも外国為替の先物取引 に失敗
して巨額 の為替差損 を抱 え込んでいた ことが明 るみにでた。為替予約取引に伴 う含み損 を抱 えている




ヒス トリカル ・レー ト ・ロール オーバ(HRR)に よって顕在 化 しない だ けで あ る。 た とえば,㈱ 日
本航空 は年間1,000億円規模の航空機購入の ドル支払 に備えて為替予約で リスクヘ ッジしている。同社
は85年のプラザ合意 の前後 に36億ドルを超長期で航空機 を購入 し,平均予約 レー ト1ドル=185円程度
で予約 した。 しか しな が ら,93年3月期 末 に予 約残 高が13億ドル,同 期 末 の レー トが1ド ル=ll5円で
あったか ら,当時900億円程度の含み損が あった と推定 されている(1》。このように現行の企業会計制度
は 「ブラ ックボ ッ クス」 を容認 す る仕組 み にな ってい るので あ る。
大蔵省は94年9月中間期か ら為替予約残高,予 約 レー トと期末レー トでの円換算額の開示 を企業 に
対 して義務づ けることを決定 してい る。あいつ ぐ 「不祥事」の後 であ り,大蔵省 の決定 も多少遅 きに
失 した感 は否 めないが,今 後は少な くとも為替先物取引に関 しては 「ブラックボ ックス」 に含み損 を
囲い込 んで為替差損の顕在化 を回避す るような実務は排除 され,こ の点 に関 しては企業の経理 に透明
性が増 す ことになろう。しか しなが ら,大蔵省の決定 は現行 の歴史的原価会計の補完的措置 に過 ぎず,
資産や負債,あ るいは収益や費用 といった基礎的諸概念の内容 に根本的な変更 を迫るもので はない。
歴史的原価主義会計 に係 るもう一 つの大 きな問題 は,当 該モデルが有価証券や土地の非費用性 資産
し
の含み損益を どの程度企業が保有 しているか明 らかにすることがで きない ことである。 日本経済新聞
社が上場 ・店頭公開企業2,497社の1993年度の決算状況 を調査 した ところによれ ば,不 良資産 と不良債
髄権iを償 却等 の形 で処 理 した企 業数 は豆50社,金 額 に して1兆7,000億円 に達 した(z)。それ は上場 ・店頭 公
開企業の経常利益総:額8兆8,009億円(推定)の19%に相 当す る。 これ は明 らかに保有 損失の 「吐 き出
し」に相当す るものであ る。資産 のデフレ現象で日本 の企業 は膨大な含み損 を保有 してお り,上 記の
数値 はその一部に過 ぎない。
また,我 が国事業法人の特定金銭信託 および指定金外信託(フ ァン ドトラス ト)は94年2月末時点
で23兆7,000億円 にの ぼ る と推 定 され て い る。 ピー ク時(90年1月)の41兆6,000億円 と比 較 して43%
ほど減少 した とはいえ,依 然 として膨大な額 を保っている。 しか し,そ のうちには約2～3割 の保有
損失が含 まれてい るとみ られている{3'.。特定金銭信託 とフ ァン ドトラス トは貸借対照表上,資産 の中で
は手元流動性(現 金預金+短 期保有の有価証券)に 計上 されているケースが多いが,保 有損失を抱え
込んでいる場合にそれ を顕在化 させないために実際はその分の資金が固定化 していることにな る。原
価評価の もとで作成 された貸借対照表はそうした実態 を開示することができないか ら,外部の財務諸
表利用者 は企業の手元 流動性 に関して誤 った分析 を行 う・ことになる。
ところで,上 記の膨 大な不良資産 ・不良債権の償却 に伴 う損失の大半 は保有 する他の土地 と有価証
券の含み益 の 「吐 き出し」 によって補顛 されるケースが多い。 しか も,土 地 については子会社 を売却
先 として保有利得が吐き出され,有 価証券,特 に株式の場合には買戻条件付 きで株式の溢出しが行わ
れる。た とえば,㈱阪和興業は93年度 に不良資産約1,200億円を償却 したが,そ の原資 として新設 した
不動産子会社 に土地 を売却 した売却益753億円 を充当している(4〕。また,大 手銀行21行の93年度におけ
る不良債権の償却 は約3兆7,000億円にのぼ り,この償却原資の大部分 は株式の売却益約3兆 円,すな
わち株式の保有利得を実現 させた ものである(5;。しか も,こうした株式益出 しの大半は保有株式をいち
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じ時価で売却 して直 ちに買い戻す方式 によっている。
有価証券の時価情報の開示が制度化されたために,現 在, 有価証券に係る保有損益の実態に接近す
ることが可能である。公開 された資料 にもとつ く通産省の調べによれば,上場製造企業762社の有価証
券の貸借対照表計上額は,1991年度 に25兆3,000億円 (資産 総額139兆9,000億円),時 価評価 額 は61兆
5,000億円,保 有利 得 は36兆2,000億円,92年度 は貸借対 照 表価額26兆3,000億円(資産 総額144兆4,000
億 円),時 価 評価 額4F兆7,000億円, 保 有利 得22兆4,000億円 に達 してい る〔6}。もっ とも,株 価 指数 リン
ク債(株 価指数に連動 して利 回 りが変わる債券) はその殆 どが私募の外債 として売却され,そ のため
に取引所で時価が付かず, 開示 の対象か ら除外 されているために, こうした有価証券の保有状況 とそ
の保有損益 に関 して外部者はその実態 を把握す ることはできない。 さ ら に, 特定金銭信託 とファン ド
トラス トについて も保有損益の開示は除外 されている。 したが って, 有価証券に係る保有損益の実態
が この開示制度 によって十分 に明 らかになるわけではない。
89年9月以降の9年 間 における都市銀行, な らびに金融・保険業 を除 く資本金1,000万円以上の事業
法人 に関 して,土 地 に係 る保有利得 (推定) をみ る と, 下記の表の通 りである。デフレ経済化の もと
で土地の価格が下落 した とはいえ,現在 においてもその保有利得 は100兆円 を超 えると推測できる6
このように,歴史的原価主義会計は非費用性資産や金融商品に係る巨額の保有損益を財務諸表に反
映す ることがで きないのである。そ して,保 有損 益 をい つ, どれだけ実現す る (吐き出す)か は経営
者の裁量 に委ね られている。結果的に,歴史的原価主義会計は土地や有価証券といった非費用性資産
の含 み益 をリス クに対する緩衝材 として, また子会社や関係会社 をも財務のバ ッファとして活用 させ
る機会 を企業に与 えているのである。
財務会計の課題の一 つが企業の財務 ヒの実態を可能な限 り反映する ことにあるとみることに対 して
殆 ど異論がない と思われ る。上 に列挙 した若干の事例 にみ られるよう に, 歴史的原価主義会計はそう
保有土地の時価評価額と含み益(推定)
89年9月 90年9月 91年9月 92年9月
都市銀行
簿価額 1.9 2.1 2.4 2.6
時価額 19.8 17.7 16.9 13.3
含み益 12.8 15.5 14.6 10.7
事業法人
簿価額 68.4 83.1 95.2 112.1
時価額 267.4 332.2 326.2 266.9







した課題 に十二分 に応 えることがで きない ことは明白で ある♂以下で は,今 日の企業会計実務の支配
的モデルである歴史的原価主義会計の理論的支柱 を示 したアメ リカ会計学会モ ノグラフ第3号,ペ イ
トン・リトル トン 『会社 会計基準序説』〔8,〈以 下,『序説』 と略称〉を取 り上 げて,そ こで説かれた計算
の仕組 みを中心に整理 し,よって歴史的原価主義会計 の特徴 と併せ てその問題点 を確認 してお きたい。
なお,以 下では 「序説』 を伝統的会計 と,あ るいはその逆に言 い換 えなが ら使用す る。
2対 応計算と原価凝着
カムはその著書 『会計理論』の第5章 「慣習的会計」のなかで,『序説』が伝統的会計理論の在 り方
に最 も大 きな影響力 を与 えた として,『序説』の批判的分析 を通 して現行の企業会計実務=慣 習的会計
の諸問題を摘出しているが,その結論部分で慣習的会計の目的観ならびに中心となる計算原理を,下










しか しなが ら,本 稿 は課題 を伝統的会計 の計算構造上 の特徴 を素描 すること,ま た 『序説』 自らが
「記 録 され た 価 格 総 計(recordedprice-aggregate),原価 の 凝 着(costattaching),費用 と収 益 との
対応,そ して差額 としての利益 とい う諸概念が会計 に とって根本的な ものである㈹ 」と指摘 してい る
こ とを考慮 して,会 計の 目的観には立 ち入 らず,直 裁に計算の仕組み を,特 に対応概念 と原価の凝着
を中心 に問題を整理 してお きたい。
伝統的会計理論では4つの基礎概念が計算の中枢に位置づけられるが,会計の焦点は利益の確定で
あ り,そ れ を計算す るためにアカウンタ ン トは対応原則 を適用 し,ど の原価が損益計算書 に,ど れが
貸借対照表に計上 されるべ きかを決定するのである。 そこでは 「価値」あるいは 「評価」の問題は排
除される。以下の文言はこの ことを集約的 に示 している。
「会 計 は主 として残 余(residuum),残高(balance),すなわ ち個 々 の企業 に お ける(努 力 とし
ての)費 用 と(成 果 としての)収 益 との差額 を計算す る手段 として存在す る。 この差額 は経営の
能率 を反映 してお り,資本の提供者な らびに最終 的な責任 を負 う人々 にとって特 に重要である。j
(p.i6,邦訳25ページ:ペ ー ジ数 は 『序説 』か らの 引用 ペ ー ジ を示 す。以 下,同 じ。)
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「原価 は価値 を示すために集計 され るので はない。新 しい場 のなかにあ って も,原価 は依然 とし
て原価,す なわち交換取引の価格総計で あ り,そ れは単 に再分類 されるに過 ぎない。(中略)
棚卸資産や工場設備 は 『価値』ではな く,い わばその運命 を待 つ未決状態の原価集積分であ る。
どの原価 が既 にテス ト 回収 を済 ませ,ど の原価が まだテス トを待 っているか を知 るた
めに,会 計は取得原価が移動性 を もってお り,配 賦 または再集計 され うること,そ して再集計 さ
れた原価 は相互 に親近性 を持 ってお り,こ の ような親近性 によって原価が その分類 された グルー
プ と同一 性 を保 ってい る と仮 定 す るの で あ る。」(p.14,邦訳22-23ペー ジ)
「会計 の根本 的な問題 は,発生 した原価の流れ を,期間利 益 を測定する過程 において,現:在と将
来 とに区分することである。かかる区分 を報告する際 に用 い られる技術的用具 が損益計算書 と貸
借対 照表である。いずれ も必要である。損益計算書 は当期 への配分 を報告 し,貸 借対照表 は来た
るべ き年 に合理的に負担 させて差 し支 えない発生原価 を表示す る。か くして,貸 借対照表 は未償
却の取得価格,す なわちい まだ収益か ら控除 されていない原価 を繰 り越 す手段 として役立つ。つ
まり,そ れ は連続する損益計算書 を利益 の流れの合成図へ と接合 する連結環 として存在 するので
あ る 。」(P.67,邦 訳114ペー ジ)
『序説」は費用 と収益 を企業の努力 と成果 になぞ らえ,両 者の比較対応 によって経営 の業績尺度た る
利益(期 間利益)が 確定 され るとみ る。伝統 的会計 においては努力 と成果 との対応,そ してそ こか ら
導き出 され る計算原則 としての対応原則が決定的 に重要 であ り,計 算構造の うえで鍵 とな る。対応過
程 は他の計算諸原則 ・手続 きを律 し,あ る取 引ない し事象の処理 に関 して提案 され る会計処理手続 き
は,そ れが適切 な対応 またはよ りよき対応 を保証す る限 りでのみ,そ の妥当性 が認定 され るのであ
る{n}。対応概念 はこの ように資産,負 債,利 益 といった重要な諸概念 によって も束縛 され ることがな
く,実質的に他のいかな る会計手続 きに対 して も十 二分 な土台 にな りうる と考 え られて きたのである。
対応過程は損益計算のみならず,同時に資産と負債の貸借対照表能力を決定するうえで不可欠な概
念である。 それは一期間 における財貨 ・用役の費消額 を確認す るだけでな く,同 時 に資産(あ るいは
負債)の価値 を正確 に確定す ることを含意 している。見越 しと繰延べ は明 らかに対応過程 に関係する。
あ る費用が将来 の収益 に関係す るか,し たがって次年度 に繰 り延 べ られ るべ きか否か,あ るいはそれ
が過去の収益 に関係 し,それ故 に過年度利益 に賦課 され るべ きか否 か,未だ支出はなされていないが,
当期 の収益 に関係 し,そ れ故 に見越 し計上 され るべきか否 か,さ らにある負債が発生 した可能性が あ
れば これを当期 の収益か ら控除すべ き賦課 分(費 用 ない し損失)と して計上 すべ きか否 か,こ れ らの
的確な把握 は損 益計算 だけでな く:貸借対 照表 の内容 に も大 きな影響 を及ぼす。その際,そ こに積極的
に働きかけて作用する基本的な原理が対応過程である。
しか しなが ら,対 応 過 程 は貸 借対 照 表 を単 な る 「残 高 表 」(asheetofbalance)に彪 め る。計 算構
造上,そ れは連続す る損益計算書 を繋 ぐ 「連結環」 として,次 期以降 にお ける適正 な損益計算 を保証
す るうえで欠 くべか らざるものであ るが,そ れ故に損益計算書 に従属 し,将 来の損益計算書 に解消 さ




必要がある。 この原価 は取得 された財貨 ・用役に凝着 する(attaach>と想定 されている。企業は財貨 ・
用役を購入してそれを加工しながらその事業活動を展開するが,『序説』は事業過程を財貨・用役に凝
着 した原価の流れ として,そ して この流れはその費消に したがって不可避的 に損益計算書 に解消 され
る とみた。会計の主要 な仕事 の一つは財貨 ・用役に凝着 した原価の流れ を追跡す ることによって企業
の活動 を記録す る ことにある。 もち ろん,原 価は無 目的に移動す るので はない。 それ は利潤の獲 得 と
い う企業の目的を達成すべ く企業のなかを流れ るのである。費用の認識 ・測定上 の最初 の課題 は損益
計算の過程 において収益か ら控除 され るべ き原価額 の的確な記録 と計算 におかれ るのである。次いで,
対応過程 を通 して どの原価 が 「費消」 され,ど の原価が 「未費消」なのかが決定 され ることにな る一
原価(費 用)配 分 の思考。『序説』は少 しポエ テックに この過程 を 「棚 卸資産 や工場設備は……いわば
その運命 を待 つ未決状態 の原価集積分で ある」と説明 したのである。費用 を 「費消 された原価」,そし
て非貨幣性資産 を 「未費消の原価」あるいは 「未償却の原価」として捉 える思考の基礎 には 「コス ト・
アタッチ」と・・う裁 方が撒 わっている講 統的会計が会計を評価の耀 ではなく・配分の過程で
あると断定す るとき,か かる主張 を支 えているもの こそ原価の凝着で ある。
3収 益 。費用認識の基礎
『序説』によれば,企 業の成果 としての収益は営業活動の全過程,つ まり経営努力の全体 に よって稼
得され るが,そ れが勘定 に計上 され るの は供与 した財貨 ・サー ビス と引 き換 えに現金 ないしそれに近
い資産が流入した時点でなければならない。それは「販売取引の価格総計 単位価格に数量を乗じ
た もの 一 によって表現 され る(12」。『序説』が収益認識の基礎 として実現基 準を採用す る理 由は次の
通 りで あ る。
「収益を勘定 に認識す る基礎 として,実現 は一般的 に稼得の過程 よ り重要である。収益が生産の
全過程 の結果 として稼 得 され ることと,収益が製品の完成 と処分 に先立 って測定 ・認識 され うる
と考 えることとは別個の ことである。原価が生産中 に累積 し,収 益 とい う目標 に向かって どの程
度進行 してい るか は,か か る原価の累積の中に反:映され るのである。収 益は暗黙裡に営業活動に
よって稼得 されているといえるが,通 常,生 産の過程が終 了 し,製 品が顧 客 に引 き渡 され るまで
・はその金額 は不確定である。引き渡 しの時点で製品の価格が客観的に確定 され,収 益実現の計器
と して相 応 しい新 た な資産 が出現 す るの であ る。」(p.99,邦訳84-85ペー ジ)
「大多数 の企業 に とって,収益測定 のための販売基準は他の如何 なる基準 よ りも明 らかに会計諸
基準の要請 を満たす。'収益 は事業活動の生産物の財務的表現であ り,し たが ってそれ は活動 の流
れ の中 で決 定 的 な段 階(decisivestageorstep)によっ て測 定 され るべ きで あ る。 さ らに,収 益
は新 しい,信 頼 し う る資産,で きれ ば現金 な い し準現 金 資産(near-cash)によ って 確証 され,支
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えられるべ きであ る。 こうした基本的な用件 は収益実現のテス トとして販売 の完了 を採用す るこ
とに よ り十 二 分 に満 た され る。(p.53,邦訳91ペー ジ)
か ように,伝 統的会計 は収益が 「信頼 しうる資産」によって支 えられて初 めてそれ を勘定の中に記
録 ・認識するのであ る。換言すれ ば,収 益は売 り手 と買い手が相互 に同意 しあった価格 で確証 され,
「客観的」で 「決定的」なテス トを通過 しない限 り,基 本的 に帳簿 に記帳 されないのである(13。
これに対 して,『序説』は費用認識の基礎について特別 に敷桁 していない。 これ は費用 の認識が対応
過程 に委ね られ てい るか らであると推論 できる。 したが って,『序説』においては直裁的 には,費 用 の
認識 ・測定 よ りも原価 の的確な記録 ・計算の側面が重要視 され る。
「会計上 の原価 の処理 には3つ の段階があ る。(1最初 の認識,測 定 お よび分類,(2)その後 の移動
と再分類,(3撮後に,現 在 または将来の期間 における収益 との対応である。(中略)原価のその後
の処 理 は,収 益 への割 り当 て(assignment)とい う決定 的 な過 程(crucialprocess>を含 め て,
最初の処理 によって著 しい影響を受 けることを銘記 する必要がある。それ故に,原 価認識のため
の基 準 は最 初 の適 用 に と どま らず,そ れ を超 えて影 響 を及 ぼす の で あ る。」(p.25,邦訳42ペー ジ)
そ こでは,洩 れな く適切 に帳簿 に計上 された発生原価 の うち,当 期 の収益 との問に対応関係が見い
だ され るものが当期の費用 として認識計上 されることが示唆 されてい るのである。会計の主要な仕事
の一 つが 「財貨 ・用役に凝着 した原価の流れを追跡すること」にあるとみるのはこのためである。 も
っとも,実務上,対 応過程の適用 は極 めて大 きな困難 を伴 う。以下,費 用 の認識 との関連 において対
応計算 に言及 しておきたい。
対応過程に もとつ く適正な費用の認識 とい う課題 は3つ の対応原則のいずれかに依拠 して解決 され
る もの と想 定 され て い る。
① 原 因 と結 果 と の 関 係 づ け(associatingcosts、vithrevenueonacauseandeffectbasis)
② 組 織的 ・合理 的 な配 分(systematicandrationalallocation)
③ 即 時 的認 識(immediaterecognition)
対応過程への理想的な接近方法は収益と費用との間に物的な因果関係を発見し,帳簿に記録された
原価 の うち,当 該収益 との間に原因 ・結果関係 のある ものを当該費用 として認識す るこ とである。 も
ち うん,因 果関係 を証 明することは難 しいが,企 業会計実務 は合理的な観察 と考 えられ るもの を基礎
にして,あ る特定 の費消 された財貨 ・用役 が当該期間の収益の創 出に貢献 したに違 いない と仮定 する
のである。 この典型的な例が売上原価,販 売手数料である。販売基準の もとでは,収 益がなければ,
売上原価 も存在 しない。た とえば,長 期請 負工事契約において工事完成基準が適用 され ると,当 該工
事 において発生 した原価 は資産勘定 に累積 され,工 事が完成 してそれが買い手側 に 「販売」された と
きにのみ,資 産勘定 に累積 された原価が収益 に対応 させ られ,費 用 に変 じる。換言すれば,こ の場合,
工事収益が認識 されない限 り,当該工事の費用 は一切記録 されないので ある。
原因 ・結果の関係づけによる対応計算は適正な損益計算を保証するための最良の方法ではあるが,
それ をすべての費用に適用することは殆 ど不可能 に近 い。 『序説」でさえ 「納得で きるような配分」を
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可能 にするこうした関係づけの基礎 を発見することは無理 であることを認めている。
「収益 と費用 との適切な対応 という問題 は,何 よりも両者 を関係づ けるための満足すべ き基礎
一 収益からの控除項 目 と収益 とを繋 ぐ関連性の糸 ロー を発見 することであ る。……観察可
能な物的関連 はしば しば跡づけと配分のための手段 を提供する。 しか しここで強調 してお くべ き
ことは,本質的なテス トは物理的測定ではな く,然るべき諸条件 に照 らした うえでの合理性(rea一
sonableness)であ る。」(p.71,邦訳120ペー ジ)
「すべての原価 は販売 された財貨あ るいは供与された用役 という特定の項 目に最終的 には付着
しているとみなされるのが理想 である。かかる考 えが実務で うま く実現 できれば,企 業の純成果
は期間ではな く,ア ウ トプッ トの単位 ごとに測定で きよう。 ある種の建設工事や単一の,有 限な
事業を営 む企業においてはこうした理想的な状況 に接近することができる。 しか し,比 較的一般
的な状況 では,あ らゆる種類の発生原価を特定 の事業,部 門,そ して最終的には製品項 屓に納得
できるように煕賦す ることを可能 にす る親近性の発見が事業活動の継続性 によって妨げ られ る傾
向にある。必ず しもすべての原価 は確認できる形で凝着 してお らず,か かる事実 こそがアカウン
タン トを費用 と収益 とを関係づ けるための単位 として期間 に立 ち返 らせ るのであ る。」(p.15,邦
訳24ペー ジ)
確認できる形 で 「凝着 した」原価については,原 因 と結果 との関係づけに よって努力 と成、果との対
応 を実行できるが,そ うした対応計算,そ して費用の認識 は現実には著 しい困難 を伴 うのであ る。か
か る理 由の一 つ は,「コス ト・アタ ッチ」概 念が柱 石 の一 つ として据 え置 か れ,原 因 と結果 の 関係 づ け
がそれに依拠 しているか らであ る側 。 このような関係づ けの適用が不可能な原価については,期 間を
基礎にして配分する方法 と,原価 を費用 として即時的 に認識 する方法の うちいずれか を適用にす るこ
とによって,原 価の費消分 を認識することが要請 され る。 どれを採択す るか は原価が供与する便益の
長 さに よる。
原価配分の思考は,あ る特定の期間が原価の配分 を受 けてそれ をその期間の費用 として計上 したと
いうことは,当 該期間がその原価によって供与 された{弾益のうち受領 した部分 を負担 すべ きである1
あるいはその原価部分が当該期間の収益の創出に貢献 したに違 いないという仮定 に支え られ ている。
したがって,将 来の数期間にわたって便益 を提供す る財貨 ・用役の原価配分には,そ の便益のパ タン
を配分に先だ って発見することが要請 される。た とえば,ど の棚卸方法 を,あ るい はどの減価償却方
幽
法を選択適用するかは当該財貨の便益のパ タンに準拠 して決定 されるのである。
また,取 得 された財貨 ・用役に付着 した原価が もたらすであろう将来の便益を確実 に確認すること
ができない場合 には,さ らに退 いて当該原価 は発生 した期間に即時に費用 として認識 され ることにな
る 。
か ように,対 応概念 にもとづいて一定の原価額が当期 に帰属するのか,そ れ とも将来 の期間 に属す




く,「合理性」を要請する。 そして,対 応原則 の適用に際 して要請 され る 「合理性 」とは会計処理手続
きの一般的受容性(一 般的承認性)を 意味する㈹ 。受容可能であれば,そ れは 「合理性」の基準 を満
足 させると考 えられているので ある。
カムによれば,費 用の認識に対 して客観的証拠 への要請が収益のそれに比較 してより小さい ことの
一つの理由は保守主義の慣習にあるとい う㈹ 。保守主義の故 に,正 味資産 の価値が減少 した可能性が
あれば,収 益 との対応関係の有無に拘 らず,そ れは費用ない し損失 として認識 されてい くので ある。
実務上 における対応概念は保守主義のルールによ り偏 って解釈 されて きた といえる。 しかし,保 守主
義は重点 を証拠にではな く,正味資産 と利益の過大計算の 「恐れ」 に置 いてお り,そ れは計算原則 と
い うよ りもむ しろ計算 に対 す る一 つ の 「態 度」(attitude)であ る。
歴史的原価主義会計 は,以 上 のように,費 用の認識 を基本的に対応過程 に準拠 させ るが,そ のため
にそれ は操作的であるといわ ざるをえない。かか る接近方法 は現実には未費消原価 と費消原価 の決定
(したがって貸借対照表能力の画定 と損益計算)に自由裁量 を許与するか,あ るいはそ うした裁量 を可
能な限 り排除するために,未 費消原価が的確 に繰 り越 されるように指示 した詳細 な規則 と手続 きを規
定 した リス トを増 や して い くか,い ずれ か に導 くことにな った ので あ る(F7)。
4価 格総計ζ客観性
伝統的会計がその記録 ・計算の一一般的対象を交換取引,よ り正確 には交換活動 に係 る価格総計=測
定 された対価 に限定 してきた ことは広 く知 られている。それは計算の客観性,特 に損益計算の客観性
を保証 し,併 せて会計 か ら「価値 」(あるいは保有損益の認識)を排除す るための一見極 めて精巧に組
み立て られた概念である。『序説』は記録 ・計算の対 象が交換取引であ り,何故 に会計が 「価値」では
な く価格総計 を記録 し,それが何故に客観的であるかを当為的に語 っている。一}
「アカウンタン トが適切 な情報 を提供 しな けれ ばな らない企業 の諸活動 は殆 ど他企業 との交換
取引からなる。会計 はこうした交換取引 を数量的に表現 しようと努めるので ある。 したがって,
会計の基礎的な対象は交換活動 に係 る測定 された対価,特 に取得 された用役(原 価,費 用)と 供
与 された用役(収 益,利 益)で ある。
測定 された対価 とい う言葉は,会 計の対象を構成す る情報 とい う型 を示す のに,価 値 という言
葉 よ りも適切である。会計が 『価値』を記録するというのは誤解 を生 じやす い。交換の際 の対価
または価格総計 は交換 の瞬間において買い手 と売 り手 とが相互に同意 しあった評価を表す。 この
限 られた意味 において,そ してかかる瞬間 においてのみ価格総計 の記録 を価値の記録 とみなして
差 し支えない。交換の瞬間以後,そ の価値 は変化す るか もしれないが,記 録 された価格総計は変
化 し な い 。」(p.12,邦 訳18-19ペ ー ジ)
「価格総計 は取引 についての主た る数量的事実であ り,客観的に決定 された金額 として受 け入 れ
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られるべ きである。 しか し,こ の価格総計が一方の当事者のみの判断に もとづいているならば,
それは客観的 に決定 されていないこ とを銘記すべ きである。原価の数字 を有効 な ものにする条件
は,私 益 に動機づ けられた独立 した2人 の当事者 の自発的な行為である。商議 による交換 が完了
す る瞬間 に現 出す る価格総計 は相互 に受容 可能な 『評価』 にほかならない。 したが って,一 方の
当事者によって 『取得 された用役』 の数量的な記録 は他の当事者 によって 『供与 された粥役』 の
数:量的 な記 録 と一 致 しな けれ ば な らない」(p.26,邦訳44-45ペー ジ)'
対応過程 において比較対照 され る収益 は「供与 された用役の数量的表現」=価格総計 であ り,費 用 は
「取得された用役の数量的表現」=価格総計である。 しか も,会 計 の計算 において取引が 「:量的に価格
総計 として表示 され る」 とい う表現は資産や持分 に対 して も適用可能性 を備 えているのである。
価格総 計は市場 で相対する2人 の取引関係者が私益にモチベー トされなが ら,そ れぞれの合理的 な
経済意思 によって確定 された取 引の 「価値」 であ り,それ は相互 に受容 されうる ものであること,そ
して買い手 によって取得 された用役の数量的な記録=価 格総計(原 価)は 売 り手が供与 した用役の数
量 的表現=価 格総計(収 益)と 常に一致 しなければな らず,ま た必ず一致することになっている。損
益計算 は売 り手 と買い手 とが相互 に確認 しあった証拠記録によって完全 に客観性 を確保 され うると想
定 され てい る ので あ る。
『序説』に よれば,会 計諸記録 の信愚性 に関す るテス トが記録 された取引の起源 を検討す るとい う形
を とったのは遠 く英 国における初期の職業的監査に求め られ,そ れ以来今 日に至 るまで客観的証拠 を
:重視 す る傾 向 は弱 ま る こ とは なか った とい う(18,。
しかしなが ら,価 格総計に支 えられた客観性 は原始記帳の時点での認識 と計算 にのみ保証 されるに
過 ぎない。つ ま り,取 得された財貨 ・用役は流入す る取引事実 によって,供 与 された財貨 ・用役 は流
出す る取引事実 によって支 えらんるが,記 録 された事実 のその後の会計処理,特 に原価のそれについ
ては何 ら客観的 ・検証力ある証拠 によって裏付 けられているわけで はない。価格総計 に依拠 した会計
の客観性 に限界 が存 することは,『序説』みずか らが認 めているところである。
「記録 された事実のその後の会計処理 は,よ り直壁的 には各種 の理論 の影響下 にあ り,そしてよ
り以上 に経営者の願望に追従 しがちなた めに,十 二分に客観的 とはい えない証拠 に依存する こと
が多い。 この ようなその後の会計処理 との関連 において,客 観的な決定 という概念は若干の修正
に応 じざる を えない ので あ る。」(p.19,邦訳31ペー ジ)
高山朋子氏は論稿 「企業会計の計算構造一 動態的会計理論再検討のための一試論一 」におい
て,財産法的時点計算:と損益法的期間計算の各長短を摘出した後,現代会計が直面する諸課題を解決
す るため には両計算思考 を統一 した計算構造 を構築すべ きであることを詳 き,試 論 という形なが ら具
体的な計算モデルを提示 しているが,そ の中で 『序説』 に代表 される歴史的原価主義会計(但 し,氏
は これを動態的会計理論 に もとつ く期間的損益計算 と呼ぶ)に 内在 する 「主観性」に言及 して,次 の
ように指摘している。「期間的損益計算は,継続企業を前提として期間的収支計算を企業の主観的立場





額で表示 されている以上,全 く失われてい る働 」。
歴史的原価主義会計における客観性は原始的記録の時点でのみ維持されるに過ぎず,原価のその後
の処理,と りわけ収 益 との対応過程で は極めて操作性 を内包 した もの になっている。 また,貸 借対 照
表 は対応計算の結果に より残留する 「未解決項 目」 を記載 した残高表であるか ら,た とえそこに計上
された諸項 目が価格総計 をもって表示 された ものであって も,そ の金額の客観性 は著 しく損 なわれ て
い るの で あ る。
『序説』はみずからが作り上げた歴史的原価主義会計の客観性が実質的には極めて脆弱さを孕んでい
るとを承知 しなが ら,し か しその ことに対 する 『序説』の姿勢は著 しく楽観的 である。歴史的原価主
義 において は,た とえば減価償却費の計算:の客観性 が当該設備資産の廃棄時に判明す るよ うに,客 観
性 は相対的,暫 定的なのである。
「客観 的な事実 は決定的に客観的でな くとも信頼 に足 りる。もし得心 のい く程度 に客観的であれ
ば,か か る事実 は得心のい く程度 に信頼 しうるものなのである。 それに続 くもっとも良い証拠が
入手 され るに つれ て これ らが修 正 され て も差 し支 え ない。」(p.20,邦訳33ぺこ ジ)
5結 びに代 えて
r序説』において披歴された歴史的原価主義会計モデルは対応過程を計算の中核に据える。損益は実
現収益 と,当 該実現収益 と照応関係 にある原価の費消分 との差額 として捉 え られる。 したがって,歴
史的原価主義会計の もとでは,保 有す る財貨の価値が いか に増大 しようとも,当 該の財貨が市場取引
を通 して流動化され るまで収益(あ るいは利得)と して勘定 に認識 され ることはない。 このことは非
貨幣性 資産だ けでな く,生産 された財貨やサー ビスに価値移転す る減価償去幽 三資産や棚卸資産 といっ
た費用性 資産 にもいえるこ とであ る。歴史的原価主義会計 は収益 を 「収益」 として認識する決定的な
事 象を市場 での販売 という行為 に求めているのである。 ここか ら,当 該計算 モデルは財貨 ・サービス
の取得の時点か ら販売の時点 まで,記 録 ・認識 は歴史的原価 でなければならないとい う理論的根拠を
引 き出 して くるのである。価格総計や原価凝着の諸概念は こうした捉 え方 を支 え,強 化するための も
の で あ る。
今日の企業会計は財貨の保有損失を,当該損失を補類する利益が保証される限り,実現前に勘定に
認識す る傾向が ある。 しか し,こ れ は保守主義思考に支 えられた実務 であ り,厳密 な意味 での歴史的
原価主義会計モデルか ら離脱 した実務であることは,先 の 『序説』の分析か ら明 らかであろう。
藤井秀樹氏 は伝統的会計実務の実相 を,FASBよ り1976年に刊行 された討議資料 『財務会計の処
理 と報 告 の ため の概 念的 枠組 み に関 連 した諸課 題 の分 析j(ノ1πん ～⑳ 廊ofIssues1～o泡'認'oCo7～cε一
一83一
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ρ々to'F,πη～ασ0油力 γF∫ηα〃磁1・46CO〃η",zgαり～4R砂0γだ〃8丁β16〃～θπ'Sρ/F伽 〃磁'S'召勧 ～et～'Sαη4
〃～召'1'〃α冨〃γ2〃塀 ～')に拠 りなが ら分 析 し,そ こに お け る損 益計 算 上 の根本 的 な問題 が 奈 辺 に在 るの
か,興 味 ある指摘 を行 ってい る。 「ここでは(伝 統的会計実の意 一 引用者注),収益 ・費用に属す る
項 目が網 羅的 に列挙 されているだけで,収 益 ・費用の本質が何であるか は一切明 らかにされていない
のである。(改行)す なわち,以 上 を要す るに,伝 統 的会計実務 は,『収益 ・費用の適正な対応』 とは
何 か,あ るいはそ もそ も『収益 ・費用』とは何 か とい う最 も根源的な問題を不問 に付 したまま,『収益・
費 用の適正 な対応』 に基づ く期間利益測定 を展開 しているので ある{2叫。
また,伝 統的会計実務 における財務諸表の基本的諸 要素の 「定義」に触れ て,同 じく示唆 に富 む論
点 を提示 しでいる。「『定義』の理論整合性 は,会 計的認識 の操 作性 にとって本質的 な問題 ではない。
要 は,定 義 とみなしうる 『定義』が存在 すればよいので って,『定劃 を定義 とみな しうるか否かは,
基 本 的 に は一般 的 承認 性(generalacceptance)の問題 に帰 着 す るので あ る。 そ して,当 該 『定 義』
に対 して一般的承認性 が与 えられた ならば,あ とは,価 格総計 の内部的振替,換 言すれば収益 ・費用
認識 の時点調整の 『適正性』 をどう確保す るか ということだ けが問題 とな るにす ぎない。 その 『適正
魑
性』 を保証 する規範力v上掲 の 『収益 ・費用 の適正な対応』 なのである{2C」。
『序説』で展開された歴史的原価主義会計を支える基礎的な諸概念の分析から明らかになったよう
に,そ こでは財務諸表の基礎 的諸要素の定義は殆 ど下 されていない。 この ことは藤井氏 の指摘 か らも
裏付 け られる'であろう。資産 と負債 は対応計算の結果 に伴 う残 高に過 ぎない。また,「一期間にお ける
富の変動」とい う経済的利益概 念は,そ れが理想的な ものである ことす ら,明 らか に拒絶 されてお り,
利益は収益か ら費用 を控除 した後 に残 る差額 として説明 されてい るだけであ る。歴史的原価主義会計
にあっては,こ うした重要 な要素 の意味 はあたか も既 に自明であるかの ようである。 しかしなが ら,
純利益の測定 に何が含め られ るべ きか,そ して何が含 め られ るべ きでないかを決定す るためには,明
確な純利益概念が不可欠であろう。歴史的原価主義会計は損益計算の適正性を権威ある機関のステー
トメン ト=一般的承認性 に委 ねて きたのである。
歴史的原価主義会計 にお ける認識 ・測定の基礎た る対応過程,な らび にそこか ら派生す る原価配分
は多分 に主観性 を内包 してお り,脆 弱さを孕んで いる。加 えて貸借対照表に計上 された財 は客観的価
値 を反映 しえない。 したがって,た とえば売却価格 やあ る種の取替原価 を評価基準 として採用する会
計 シス テ ムで あれ,あ るい は キ ャッ シュ ・フ ロー会計 で あれ,そ の具 体 的 な形態 は異 なる にせ よ,「配
分 か ら解 放 さ れ だ 財 務 諸 表 」(allocatio1}freefinallcialstatements)を提 唱 す る よ う な 見 解 が 生 ま れ
るの・は必 然 とい って よい であ ろ う。(未 完)
注
(1)『 日本経済新聞』1994年3月24日付。
(2)同 紙,1994年9月8日 付 。





(6)通商産業省産業政策扇網 『わが国企業の経営分析 一業種別統計 編一』(平成3年 度版)76-77ペー ジ。
(7)醍醐聰氏は,1980年代後半における我が国の株高とそれに主導された経済のス トック化のなかで「株高
が保有株式の含み益の膨張に結びついた一因 として,株式の保有利得を利益として計上することを差 し
止 めている現行の企業会計のルール,す なわち,原 価評 価 ・実現基準 にあった ことは否定で きない。」 と
述べ,その後で現行の有価証券時価情報の開示について,企業会計の所得分配裁定機能に照らしてその間




示 を説いて も意味をなさない。この意味 で,わが国経済のス トック化 とそのも とでの資産格差の拡 大は決
して自然成長的な経済現象 ではな く,ス.トック化 への対 応 を怠 った税制や会計ルールの所産で あった と
いわ な くてはならない」(醍醐聰 「「{本の企業会計』東京大学 出版会,1990年,74ページ)。そこで,氏 は
企業会計の所得分配裁定機能に焦点をあててス トック化への対応のために企業会計はどのように 「自己
革新」すべきかを追求する。市場性ある保有有価証券の評価基準に関する氏の見解 は時価評価・実現可能
性基準であ り,その適 用によって認識 され る保有利得 は利 益項[で あると捉 える。そ して,かか る見解 の
経済的含意を検証す るために,個人 のキャピタル・ゲインに対 する3様 の課税 方式,す なわち1988年3月
まで続 いた原則非課税:方式,88年9月 か ら導入 された実現ベース・源泉分離課税方式,時 価評価 ・実現 可
能性基準での総合課税 方式(「発生ベース課 税」)を想定 して,そ れぞれへの移行 によって株式 キ ャピタ
ル ・ゲイン課税 の垂直構造 に どのような変化が生 じるか を分析 してい る(前 掲書,第3章3-5節)。
企業会計,特に損益計算が富の分配・移転に重要な影響をもつことは一般に指摘されながら,現行の傘
業会計のルールが実際にどのような経済的帰結をもたらすかは十二分に意識されないままに,従来はど
ちらかといえば企業経営の実態の開示 に重点を置いて問題の処理にあた り,そのために財務諸表本体 に
はメスを入れずに,補足的時価情報の開示によって解決する傾向が強かった。醍醐氏の指摘は現行の企業
会計制度の不 備を摘出す るだけでな く,こ うした会計学界の姿勢 を問 い質 した もので あるとい えよう。
(8)Pato11,W.A.andLlttleton,A.C.,・肋Z z'zo4'``'ノo〃～oCo勿 アη'θ・4cωκ,肋 馨'5'8〃6α酪,American
AccountingAssociationitilonographh'o.3,1940.但し,本 稿 で は 第14刷,1970年 版 を 使 用 し て い る 。 訳
出に際 しては,中 島省吾訳 『会社会計 基準序説』森山書店,1989年(改訳版25刷)を参照 した。
(9)See,Kam,V.,/1c6α'η1/1～97ア'20ノ)・,JonllWiley&Sons,1986,P.121.
(10)PatonandLitUeton,op.`".,p.16,邦訳25ペ ー ジ 。
(11)Hylton,D.P.,"OnMatchin霧RevenuewithExpense,"77～6/1`ωκ,～伽8R6〃'α ひ,October1965,p.
824.
(12)Paton,acidLittleto11,0ρ.`".,p.48,邦 訳82ペ ー ジ 。
(13)抽出産業における収益の認識基準 としては一般に生産基準の適用が認められるが,『序説』はこの場合




され ている。換言すれば,生産 という行為 は同意 しあった価格 での販売 によって確証 されなければ,収 益
の記帳の基礎 として利用 しうるような客観 的で決定的なテス トを提供 するとはいえないのであ る。 こう
した特殊なケースにおいて生産基準にもとづいて収益が認識されると,それは販売基準からの離脱 とな
り,情況に応 じて別個の論拠を必要とする。より良き実務は販売基準を遵守 し,説明的な技術を使 って重









(18)PatonandLittleton,ψ.o".,Al8,邦訳2zペ ー ジ 。
(19)高山朋子 「企業会計の計算構造 一 動態的会計理論再検討のための一試論一 」『産業経理』第43巻
第L号,62ペ ー ジ 。
(20)藤井秀樹 「資産・負債の定義と認識の実相」土方久編著 『貸借対照表能力論一 資産および負債の定
義 と認 識i(税 務 経理 協会,1993年)所 収,92-93ペー ジ。
(21)同 前,93-94ペ ー ジ 。
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